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都市における生活環境の経済学的評価＊

加　藤　尚　史

1　はじめに

　経済の発展によって所得が上昇し物質的な豊かさが獲得された国においては，

財やサービスの生産と消費に付されてきた重要性が低下する一方で，生活を左

右する環境に多くの関心が向けられるようになり，それを改善することは政策

策定者の義務であるとみなされるに至っている。しかしながら，生活環境は，

その内容を規定することが難しく，たとえそれがなされたとしても，嗜好に依

存するという点で主観的な問題を含むと同時に，市場を通じたのでは取り引き

できないような財・サービスを内包するために，物理的な数量に比べて測るこ

とが容易ではない。

　一方，ある種の私的な財やサービスに反映されるという意味でのアメニティー

として環境を扱えば，そうした財・サービスの市場から得られる情報を用いて

環境を金銭的に評価することが可能になるという考え方が示されている。そし

て，なかでも，家言十と企業が自由にロケーションを選択しその後はそこでの経

済的機会に従って行動するとみなすと，周辺の環境における差異に応じて価格

が補整されるとみられることから，土地または住宅財と労働を採り上げて家計

がアメニティーに付与する評価額を算定しウエイトに当てることによって，都
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（i）
市の生活環境を指標化するという方法が提案されている。

　Rosen（1979）は，地代と賃金が果たす個別的な役割を吟味するためには企

業行動や集積効果を含んだモデルを設定することが必要であるものの，家計の

行動は両者によって同時決定されるという点では賃金を地代で除した実質賃金

を用いて分析を簡単化することが許されるとしたうえで，土地利用に関する制

約は何もなく面積が固定されアメニティーが一定で均一に分布する都市を想定
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して，同質的な嗜好と技術を有し余暇を考慮しないような家計がアメニティー

の影響を受けつつ1単位の労働を使って合成財を生産して消費し販売するとと

もに土地やアメニティーを享受するとみなすことで，実質賃金とアメニティー

の関係を捉えるという枠組を設定した。Roback（ユ982）においては，分析を

精緻化するために，家計は無視できる程度の移動費用を使って労働を供給し土

地や合成財を需要してアメニティーを享受する一方，企業は労働と土地を投入

してアメニティーに左右されながら合成財を生産するとする一般均衡モデルが

組まれており，これ以降の研究の拠り所となる基本的なフレームワークが与えら

れている。Hoehn　et　aL（ユ987）とBerger　et　a1、（ユ987）は，CBD（Centra王

Business　District）を中心に居住地域が広がり外縁が内生的に決定されるよう

な都市を仮定して，家計は土地に代えて住宅財を消費しつつ費用を負担してC

BDとの問を通勤し，企業はCB　Dで労働を調達して費用を用いつつ転送し土

地と組み合わせて住宅財を産出したり都市人口によって捉えられる集積効果の

もとで労働を使ってC　B　D内で合成財を生産したりするといった修正を加える
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
とともに，家計が労働と余暇を選択するケースについても触れてい乱Roback

（ユ988）では，生産過程における役割によって規定され人的投資を通じても変

えることのできない複数の異なったタイプの労働が不完全代替的に合成財生産

に投入されるという見方が提示され，家計による選好と生産性の違いが採り上
　　　（3）

げられた。B1omquist　et　aエ．（1988）は，一定な面積とアメニティーを有した

郡によって都市が構成されると考えて，都市の内部的なアメニティー格差を考

慮すると同時に，家計は住宅財を需要し，企業は都市人口によって規定される

集積・混雑効果を受けながら住宅財を産出したり土地の投入なしに合成財を生

産したりするとする枠組を設けている。

　本論文の目的は，これら既存のモデルを包括的な形で統合して都市における

生活環境をより正確に計測するのに有意義なインプリケーションを引き出すこ

とにある。ただし，特に，移動や輸送に関連したサービスの需給行動をモデル

化する一方，都市の人口と面積によって集積・混雑効果を捉えて消費と生産の

すべての面に作用するとみなすことにする。

　次の節では，土地市場と労働市場から得られる情報を使って環境を把握する

ことを考え，第3節で，土地市場に代えて住宅財市場を組み合わせたケースに

修正する。そして，最後に，一連の分析から導き出された結論を要約し，今後
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の課題を指摘することにする。

　　　　　　　　　　　　　（4）
2　土地・労働市場に基づく評価

　Robaとk（1982）が指摘しているように，住宅財価格に比べて地代のほうが

都市問の変動を計測しやすいとすると，労働市場に加えて土地市場を採り上げ

ることが妥当になる。

　は〕経済主体の行動

　C　B　Dが中心に位置し周辺を居住地域が取り囲むような円盤状の都市が数多

く散在していて，家計と企業は自由にロケーションを選択しその後はそこでの

経済的機会に従って行動すると想定する。また，C　B　Dや都市の面積は内生的

に決定されるとみなす。

　各都市にはq種類のアメニティーが存在するとし，家言十と企業が共通して考

慮するものをa1，…，a・，企業のみが注意を払うものをa・・1，…，aqと表記

する。特に，人口Dを面積Eで除した人口密度をa1，外生的で均一に分布する

ものをam．1，…，aqで表示する一方，その他のものについては，固定的では

あるが，C　B　Dにおけるレベルをa2，…，amと記せば，そこからの距離がk

となる地点では，都市と無関係に定まる拡散関数に基づいてA2（k）a2，…，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
Am（k）amになるように分布すると考える。ただし，便宜上，a・・1，…，aq

をφというひとつのアメニティー変数で総合して測ることにする。

　移動や輸送に伴う費用は都市に関係なく距離のみに依存すると同時に，土地

利用に関する制約は何もなく地代は用途にかかわらず需要と供給によって決定

されると仮定する。ただし，都市全体に占める割合が小さいために，C　B　Dの

中においては移動や輸送に伴う経費は無視できる程度の額で地代もr・で一定

であるとし，交通網の配置に要する土地は考慮に入れないことにする。

　この時，ある都市について次のように分析することが可能となる。

　①　家計

　家言十は，利用可能な時間丁を労働tと移動，余暇に配分し，賃金wと一定な
　　　　　　　　　　　　（6）
非労働所得Nを稼得する一方で，地代rの土地を4だけ需要して，単位距離の
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往復につき価格αの交通サービス1単位と時間βを費やしてC　B　Dとの間を移

動し，そこで交通サービスとニュメレールとしての合成財Xを獲得しつつ，居

住地とC　B　Dにおいて余暇と合成財を消費して一連のアメニティーを享受する

と考える。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　家計を効用関数と賃金の違いによってS通りのタイプに分類すると，タイプ

i（∈｛ユ，…，S｝）は，

　　wi　ti＋N＝rム十αk＋xi

の予算制約のもとで，

　　Ui＝Ui（T－ti一βk，　＾，　βk，xi，a1，

　　　　　　A2（k）a2，…，Am（k）am，a2，…，am，

　　　　　　am＋1，…，a。）

で表わされる効用関数を最大化するとみなせば，ある居住地を選択するとする

と，地代rkのもとで余暇下一tik一βkと土地～ik，合成財xikに対する需要方

程式が得られることから，間接効用関数

　　Vik＝Vik（wi，rk，wiT＋N一αk－wiβk，βk，

　　　　　　　a1，A2（k）a2，…，A。。（k）am，

　　　　　　　a2，…，am，am＋1，…，a。）

を導出することができる。タイプを問わず一般的には∂Vik／∂wi＜O，∂Vik

／∂rk＜O，∂Vik／∂（wiT＋N一αk－wiβk）＞Oと判断されるものの，

∂Vik／∂aj（j∈｛1，…，n｝）の符号は個々のアメニティーの測定の仕

方や家言十のタイプに依存すると思われる。家計がロケーションを変えようとす

る誘因を持たない状態が達成されるとすれば，同一タイプに属するものについ

ては相等しい水準の効用が得られることになるので，

　　Vi＊＝Vik（wi，rk，wiT＋N一αk－wiβk，　βk，

　　　　　　　a1，A2（k）a2，…，Am（k）am，

　　　　　　　a2，…，am，am・1，…，a。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2■）

が成立する。

　ここで，タイプiが各地点に位置する土地に対して支払ってもいいと思う額

は，陰関数定理に基づいて，
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　　rkドrki（wi，wiT＋N一αk－wiβk，Vi虫，　βk，

　　　　　　a1，A2（k）a2，…，Am（k）am，

　　　　　　a2，…，am，am＋1，…，a。）

と示されるが，土地は最も高い値を付けるものに提供されるため，このタイプ

の家計が居住する地帯Kiは，

　　rk＝maX　rki
　　　　　i

によって決定されることがわか乱それゆえ，タイプiの総数は，C　B　Dの半

径をθと記すと，Royの恒等式や土地に対する支払い意思関数を使えば，

騎一
轤Q等｛十k）・・

　k∈K　i

一∫［・1（1・・）舳i，・i…一α・一・iβ・，

k∈K　i

Vi＊，　βk，al，A2（k）a2，・

a2，　I－I，　am，　am＋ユ，　．I一

・，Am（k）am，

a皿）コdk

を満たすものとして与えられると同時に，

　　D＝ΣiDi
　　　　　　　　　（8）
が成り立つことになる。

　また，C　B　Dからの距離がkbとなる所に都市の外縁が定まるとすれば，居

住地域の面積は，

Σi∫［・1（1・・）1・・一1・…11・・

　　　k∈K　i

で表わされる。特に，外縁に位置する地区では地代が居住目的で土地を利用する

ことに伴う機会費用rbに等しくなることから，そこを選択するタイプg（∈｛1，

．’ CS｝）の効用は，

　　Vg＊＝Vgk、（wg，rb，wgT＋N一αkb－wgβkb，　βkb，

　　　　　　　　a1，A2（kb）a2，…，Am（kb）am，

　　　　　　　　a2，…，am，am・1，…，a。）
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によって示されると言える。

　②　企業
　　　　　　　　　　　　　（9）
　企業は，一定な利子γを負担し，土地Lや資本R，各タイプの家計から供給

される労働時間Tiの規模に関して収穫不変な技術に従いつつ，一連のタイプ

の労働を不完全代替的に投入して，アメニティーの影響にさらされながら同質

的な生産を行うと考える。

　合成財を供給するものは，生産関数

　　X＝X（Lx，Rx，T1x，…，Tsx，a1，

　　　　　　a2，　…，　am，　am＋1，　…，　a1。，　φ）

に基づき，

　　Gx＝roLx＋アRx＋ハwiTix

という費用方程式を最小化するとみなすと，単位費用関数

　　Cx＝Cx（ro，w1，…，w呂，a1，

　　　　　　a2，　…，　am，　am＋1，　…　，　ao，　φ）

を導き出すことができる。∂Cx／∂r。＞O，∂Cx／∂wi＞0であるが，∂Cx

／∂ajと∂Cx／∂φの符号は各アメニティーの性格によって決定される。そ

れらにとっての立地条件は単位費用が価格に等しくなることだから，

　　1＝Cx（ro，w1，…，ws，a1，

　　　　　　a2，　…，　am，　am＋1，　…，　a。。，　φ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－2）

が成立する。

　同様に，交通サービス産業に属する企業においては，

　　Y＝Y（LY，RY，T1Y，…，丁昌Y，a1，

　　　　　　a2，　…，am，　am＋1，　…，　an，　φ）

という技術に従って費用

　　GY＝roLY＋γRY．十2iwiT…Y

が最小に押さえられるとすれば，

　　CY＝CY（ro，w1，…，w。，a1，

　　　　　　a2，　…　，　am，　am＋1，　…，　an，　φ）

として表わされる単位費用関数に応じて，



都市における生活環境の経済学的評価 59

　　α＝CY（ro，w1，…，w昌，a1，

　　　　　　a2，　…，　am，　am＋1，　…，　an，　φ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－3）

の条件のもとでロケーションが決められることになる。∂CY／∂r。＞O，∂CY／

∂wi＞Oであるが，∂CY／∂ajや∂CY／∂φの符号はイ国々のアメニティーの

性質に依存する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1o）
　ここで，各産業の企業数をMxとMYで表記すると，合成財や交通サービ

ス，投入される土地や各タイプの労働時間に関する需給関係から，

Σ1∫［2音1＋k）・I・1・・一“・

　k∈1（j

Σ・∫［2芸1＋k）・1・・一…

　k∈K　i

MxLx＋MYLY＝πθ2

舳舳・ザ∫［2筆そ十k）t鉄1・・

k∈K　i

が成り立つと言える。第3式はC　B　Dの面積を示しており，居住地域のそれに

加えることでEが与えられることになる。

　12〕アメニティー評価

　都市内部および都市間で均衡状態が達成されるには，a2，…，am，am・1，…，

a。，φの格差に応じてWiとrk，r。の補整やa1の調整がなされなければなら
　（1王）

ない。特定なアメニティーajに対するWiやrk，r。の反応をみるために，aj

とφを除くその他のアメニティーを固定しつつ，均衡条件式に全微分を施して

整理し連立させて解けば，dwi／dajやdrk／daj，d“／dajを規定する関係式

を引き出すことは可能であろうが，それらの符号を半1」足することが難しいとい

うことは，Roback（エ982）の分析を顧みるまでもなく予想される。それゆえ，

Roback（王988）が指摘しているように，効用（不効用）をもナこらずアメニティー

と賃金との間には負（正）の相関，地代との間には正（負）の相関があると考

えることは，必ずしも適当であるとは言えないと同時に，特に，アメニティーが
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あるタイプの家計の賃金に与える影響に関しては，他のタイプの嗜好に依存す

るとみられるので，方向の不確定性が増すばかりでなく，そのタイプのアメニ

ティー評価を反映しているととることさえできないと思われる。

　ajだけに着目しながら（2■）を全微分してRoyの恒等式を用いつつ変形す

ると，

一㌦麦㍍十芸三ご∵∵

と示せば，

　　　　　　　　　μj　　　　　　　　　　　drk　　　dw・
　　　　　　　　∂・、、　　＝～i宵一ti・苛
　　　　∂（wiT＋N一αk－wiβk）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－4）

が導出される。左辺はajの限界効用を金銭的に換算したものだから，CBD

からの距離がkの地点を選択するタイプiの家言十のajに対する評価額を表わ

していると解釈される。集積・混雑効果と移動行動を無視してC　B　Dからの距

離にかかわりなくすべてのアメニティー分布が均一で地代も一定であるとした

うえで，1タイプしかない家計が余暇を考慮せず等しい面積の土地を需要して

1単位時間の労働を提供するケースを想定すれば，Roback（ユ982）の結果と

同じになり，異なる2つのタイプがそれぞれ同様にして行動すると仮定すると，

Roback（1988）が弓1き出した式に重なることがわかる。

　ところで，タイプiの家計がajに対してプラス（マイナス）の評価を付与

する場合，μj／［∂Vik／∂（wiT＋N一αk－wiβk）］は正値（負値）になる

ものの，上で述べた比較静学の成果が考慮されないとすれば，drk／dajやdWi

／dajを個別に検討すると評価がマイナス（プラス）であると半1」断される恐れ

が生じることになるので，Roback（1982）で触れられているように，両者を

合わせて吟味することは不可欠であると言える。さらに，間接効用関数がwiT

＋N一αk－wiβkとa1，A2（k）a2，…，Am（k）am，a2，…，am，am＋1，…，

a皿について強い加法性を有するようにモデル化したとしても，∂Vik／∂ajや

dwi／dajは家計のタイプによって異なる一方，同一のタイプに関しては∂Vik／
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∂　（wiT＋N一αk－wiβk），A2（k）・∂Vik／∂［A2（k）a2］，…，Am（k）・∂Vik

／∂［Am（k）am］とtikがkによって違った値になるから，居住する地点にかか

わらず家計のアメニティー評価額が等しく地代を通じた補整が均等になるのは，

家計が同質的でどのアメニティーも均一に分布し，移動以外の用途に配分可能

な予算の限界効用や労働供給が一定であるとするケースに限られることがわか

る。

　また，ajとφを除くその他のアメニティーを固定したうえで，（2－2）と（2

－3）を全微分しShephardの補題を使いながら変形すると，

∂Cx　　∂Cx　dφ　　　　dr　　　　　dw・
∂・、X一 怐f可X＝L・・。1＋ΣlT・荷

∂CY　　∂CY　dφ　　　　dr　　　　　dw
∂・」Y⊥ ﾝφ’ ﾑY＝L…1＋ΣlT一・苛

が導き出される。おのおのの左辺は，第王項と第2項がajの生産費用に及ぼす

直接的な影響と間接的なそれを捕捉している点で，各産業に属する企業がajを広

くどのように評価するかを示していると考えることができる。したがって，都市

全体が与える評価額は，

Σ1∫［2升k）

k∈K1

島、、　　1・・

∂（wiT＋N一αk－wiβk）

・“（令・一箒・昔・）・“（青・一紛・音・）

一Σi／［・・1・・）制…叶

　　k∈K　i

となり，賃金による補整については家計と企業の評価が相殺されるために，地代

を通して観察されると言える。これらの帰結は，企業の種類と捉え方に違いがみ

られるものの，Roback（1982）に一致している。
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　13〕都市における生活環境の評価

　a1やrk，Wiの均衡解がa2，…，am，am．1，…，a。，φの関数として与え

られることから，a1を規定する式をφについて整理してrkやWiに関する式

に代入し，各都市において観察されるデータをプールして，

　　rk＝rk　（a1，　a2，　…，　am，　am＋1，　…，　an）

　　Wi＝Wi（a1，a2，…，am，am＋1，…，an）

で表わされる地代方程式と賃金方程式を推定すれば，（2－4）を利用して，ある

都市の生活環境を

Σj／Σ1∫［㍗k）（峠一t一・甘）1・・／則

　　　k∈K1

によって測定することが可能になる。地代方程式を特定化する場合にA2（k）a2，

・，Am（k）a皿ではなくa2，…，amを含めるのは，拡散パターンが都市間で

一定しているという仮定が置かれているためにa2，…，amにおける格差が問

題となることによる。一方，その計測に際しては，C　B　Dからの距離が等しい

地点にあり同じタイプの家計によって占められているような土地だけをサンプ

ルとして採り上げることが必要である。

　この式は一連のアメニティーに対する評価をすべての家計に関して合計す

ることを意味しているが，人口で除したものを指標に採用することも考えられ

る。さらに，タイプごとに

Σ］｛∫［午k）（唯一t一音）1小

　　　k∈Ki

を計算して，Diで割って平均を求めたり，個々の家計について

Σj（唯一ti・昔）・j

を算定したりすることが可能である。後者に関しては，アメニティー評価に関

連して述べたような想定を施すと，Roback（ユ982）が示した指標に相当する
　　（ユ2）

と言える。また，一連のアメニティーをいくつかのサブグループに分けてそれ

ぞれに含まれるものだけを対象とすることで，各指標について複数の部分的な
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ものを算定することも提案し得る。

　しかしながら，理論を実証化する際には，留意すべき問題点がある。地代方

程式を推定する場合には，アメニティー以外の土地属性を考慮しなければなら

ないし，賃金方程式を求めるには，家計の分類を行ってタイプごとにサンプル

セットを作成したうえで社会経済的な属性に配慮する必要があるが，採用し得

る方法に完全を期すことは難しいことから，対処の程度に応じて得られた数値

をある種の平均値として扱わなければならない。類似した指摘は，Roback

（1982）において与えられてい乱さらに，Rosen（ユ979）の考え方を適用すれ

ば，市場が均衡にあると否とにかかわらず地代方程式や賃金方程式を観測する

ことはできるという意味では，統計的推定によって捉えられるのは，経済主体

が合理的な意思決定を行うために必要とする情報に過ぎないかもしれないと言

える。ただし，不均衡がもたらす影響については，不均衡を代理する変数を各
　　　　（13）
式に含めたり，生活環境を表わす指標と人口変化率との相関をみたりすること

で，検討を加えることは可能である。

3　住宅財・労働市場に基づく評価

　Hoehn　et　a1．（ユ987）とBerger　et　a1、（1987）あるいはB1omquist　et　a1．

（1988）が主張するように，消費者が直接取り弓1きするのは住宅財である場合

が多く，土地は住宅財に組み込まれるとともに，地代に比べて住宅財価格のほ

うが観察しやすいとすれば，労働市場に加えて住宅財市場を採り上げることが

妥当になる。

　11〕経済主体の行動

　都市の空間的な配置と構造，アメニティーの分布，合成財や移動サービスの

生産などに関しては，前節と同様な想定を施すことにする。

　①　家計

　タイプiの家計は，価格pの住宅財をhiだけ需要すると考えて，

　　wi七i＋N＝phi＋αk＋xi

の予算制約のもとで，
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　　Ui＝Ui（T－ti一βk，hi，　βk，xヨ，a1，

　　　　　　A2（k）a2，…，Am（k）am，a2，…，am，

　　　　　　am＋1，…，a。）

で表わされる効用関数を最大化するとみなすと，ある地点を選択するとすれば，

価格pkのもとで住宅財hikに対する需要方程式が得られることから，間接効

用関数

　　V…k＝Vik（w…，pk，wiT＋N一αk－wiβk，　βk，

　　　　　　　a1，A2（k）a2，…，Am（k）am，

　　　　　　　a2，…，am，am・1，…，a。）

を導出することができる。タイプを間わず一般的には∂Vik／∂pk＜Oになる

と判断される。家計がロケーションを変えようとする誘因を持たない状態が達

成されるとすると，

　　Vi・＝Vik（wi，pk，wiT＋N一αk－wiβk，　βk，

　　　　　　　a1，A2（k）a2，…，Am（k）am，

　　　　　　　a2，…，am，am＋1，…，a。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3一ユ）

が成立する。

　そこで，都市の外縁に位置する地区を選ぶタイプgの効用は，

　　Vg＊＝Vgk。（wg，pk。，wgT＋N一αkb－wgβkb，　βkb，

　　　　　　　　a1，A2（kb）a2，…，Am（kb）am，

　　　　　　　　a2，…，am，am・1，…，a。）

によって示されると言える。

　②　企業

　住宅財を供給する企業は，C　B　Dにおいて資本と労働を調達し，単位距離の

往復にっき価格がδとεの交通サービスを1単位づつ費やすことによってそれ

ぞれの要素をkの地区まで輸送して，地代rkの土地Lkと組み合わせると考

える。ただし，各地区では，個々の企業によって均等な割合で生産が行われる

ものとする。

　それらは，生産関数

　　Hk＝Hk（Lk，RH、，T1H、，…，T3H，，a1，

　　　　　　A2（k）a2，…，Am（k）am，am＋1，…，an，　φ）
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に基づき，

　　GH。＝rkLk＋r　RH。十2iwiTi肌十k　（δRH、十ε2iTiH止）

で表示される費用方程式を最小化するとみなせば，単位費用関数

　　CH止＝CH。（rk，　r＋kδ，w1＋kε，…，ws＋kε，

　　　　　　　a1，A2（k）a2，…，Am（k）am，

　　　　　　　am＋1，　…，　an，　φ）

を導き出すことができる。∂CHk／∂rk＞o，∂CHk／∂wi＞0であるものの，

∂CHk／∂ajと∂CHk／∂φの符号は個々のアメニティーの性格に左右される。

したがって，企業にとっての立地条件は，

　　pk＝CH。（rk，　ア十kδ，w1＋kε，…，ws＋kε，

　　　　　　a1，A2（k）a2，…，Am（k）am，

　　　　　　am＋1，　…，　an，　φ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－2）

になる。

　特に，都市の外縁に位置する地区では，

　　pk、＝CHい　（rb，　r＋kbδ，w1＋kbε，…，w呂十kbε，

　　　　　　　a1，A2（kb）a2，…，Am（kb）am，

　　　　　　　am＋1，　…，an，　φ）

が成り立つ。

　ここで，タイプiの家計が各地点で提供される住宅財に対して支払ってもい

いと思う額は，陰関数定理に従って，

　　pkFpki（wi，wiT＋N一αk－wiβk，Vi中，　βk，

　　　　　　a1，A2（k）a2，…，Am（k）am，

　　　　　　a2，…，am，am・1，…，a。）

と示されるから，このタイプが居住する地帯Kiは，

Pk＝max　pki
　　　i

によって決定されることがわかる。それゆ一え；タイプiの総数は，Shephard

の補題とROyの恒等式，住宅財に対す。一る一支払い意思関数を利用すると，
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卜／常砒
　　k∈K　i

一∫［・1（1・・）・i・（・i，・i…一α・一・iβ・，

　　　　k∈K　i

　　　　　rk，　ア十kδ，w1＋kε，…，w畠十kε，

　　　　　Vi‡，　βk，a1，A2（k）a2，…，Am（k）am，

　　　　　a2，　…，　am，　am＋1，　…，　an，　φ）］dk

を満たすものとして与えられるとともに，

　　D＝ΣiD1

が成立することになる。

　交通サービス産業には，住宅財生産の際に資本や労働を輸送するためのサー

ビスを供給する企業が加わ乱対象とする生産要素に応じて，

　　ZR＝ZR　（Lz児，　Rz吊，　T1z宜，　…，　丁畠z目，a1，

　　　　　　a2，　…　，　am，　am＋1，　…　，　an，　φ）

　　ZT＝ZT　（Lz、，　Rz、，T1zT，　…，　丁目z、，a1，

　　　　　　a2，　…，　am，　am＋1，　…，　an，　φ）

という技術に従って費用

　　Gz厘＝roLz、十γRz児十2iwiTiz厘

　　Gz。＝roLz、十γRz、十2iwiTiz。

が最小に押さえられるとすれば，

　　Cz、＝Cz厘（ro，w1，　・，w。，a1，

　　　　　　　a2，　…，　am，　am＋1，　…，　an，　φ）

　　Cz、＝Cz。（ro，w1，　・・，w日，a1，

　　　　　　　a2，　…，　am，　am＋1，　…，　an，　φ）

で表わされる単位費用関数が得られるので，

　　δ＝Cz旧（ro，w1，…，w畠，a工，

　　　　　　　a2，　…，　am，　am＋1，　…，　an，　φ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－3）

　　ε＝Cz、（ro，w1，…，w。，a1，

　　　　　　　a2，　…，　am，am＋1，　…，　an，　φ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－4）
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の条件のもとでロケーションが決められることになる。∂CzR／∂r・＞0，

∂CzR／∂wi＞0，∂CzT／∂r。＞O，∂CzT／∂wi＞Oであるが，∂CzR／∂ajと

∂CzR／∂φや∂CzT／∂到と∂CzT／∂φの符号は各アメニティーの性質に

依存する。

　ところで，住宅財や各種の輸送サービスを生産する企業の数をMHやMzR，

MzTと記すと，合成財や各地区の住宅財，交通サービス，投入される土地や

各タイプの労働時間に関する需給関係から，

Σl／［嵩1恥・1・・一“・

　k∈Kヨ　　∂rk

2π（θ十k）

　　　　　＝MHHk
　∂CH

∂rk

Σ山律1・1・・一W・

　　　　　　∂rk

Σi∫（帆・）・・一肌

k∈K　i

Σi∫［（・。Σi・冊）・1・・一・。丁・T

k∈Ki

MxLx＋MYLY＋Mz，Lz月十Mz，LzT＝πθ2

Σi∫（…。）・・一1・。・十・π1・、

k∈K　i

・。・i。・・。・i。・・。哩・i。児十・。τ・i。。十・i∫（・。・舳）・・

k∈Ki

一∫［2π（θ岩1t・・1・・

k∈Ki　hik
　　　　　∂rk

が成り立つと言える。第6式と第7式はC　B　Dと居住地域の面積を示しており，
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両者を合わせることでEが与えられることにな乱

　12〕アメニティー評価

　都市内部および都市間で均衡状態が達成されるには，a2，…，am，am・1，…，

a。，φの格差に応じてwiとpk，rkとr。の補整やa1の調整がなされなけれげ

ならない。特定なアメニティーajに対するwiとpk，rkとr。の反応をみるた

めに，dwi／daj，dpk／dajやdrk／daj，dr。／dajを規定する関係式を導き出

すことは可能であろうが，それらの符号を半1」足することが難しいということは

予想されるために，効用（不効用）をもたらすアメニティーと住宅財価格の問

に正（負）の相関があると考えることは，必ずしも適当であるとは言えない。

　ajだけに着目しながら（3一］）に全微分を施してRoyの恒等式を用いつつ変

形すれば，

　　　　　　　　　μ」　　一h，、dPL。、、坦
　　　　　　　　∂Vlk　　　　　　　　　da」　　　da］
　　　　∂（wiT＋N一αk－wiβk）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－5）

が導出される。これは，C　B　pからの距離がkとなる地点を選択するタイプi

の家計のajに対する評価額を表わしていると解釈される。非労働所得や移動

に要する時間，集積・混雑効果を無視したうえで，すべてのアメニティーが都

市の内部において均一に分布するとして，嗜好や技術の点で同質的な家計が余

暇を考慮せずユ単位時間の労働を提供する，あるいは，余暇と労働の選択を行

うと仮定すると，Hoehn　et　a1．（1987）とBerger　et　aL（1987）の結果に等し

くなり，都市を構成する郡を観察単位とし，その内部ではアメニティー分布と

住宅財価格は一定であるとして，ユタイプしかない家計が同量の住宅財を需要

し移動費用や余暇を考慮しないで1単位時間の労働を供給するとでもみなせば，一

B1omquisteta1．（ユ988）の引き出した式に重なると思われる。

　ところで，上に述べた比較静学の成果が顧みられないとすると，タイプiの

家計がajに対して付与する評価の方向をみる場合，dpk／dajやdwi／dajを個

別に検討すると誤った判断を下すことになりかねないので，Hoehneta1．（1987）

とBerger　et　a1．（1987）が触れているように，両者を合わせて吟味すること

は不可欠であると言える。さらに，間接効用関数がwiT＋N一αk－wiβkと
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al，A2（k）a2，…，Am（k）am，a2，…，am，am・1，…，aηに関して強い加法

性を有するようにモデル化したとき，居住する地点にかかわらず家計のアメニ

ティー評価額が等しく地代を通じた補整が均等になるのは，家計が同質的でど

のアメニティーも均一に分布し，移動以外の用途に配分可能な予算の限界効用

や労働供給が二足であるとするケースに限られることがわかる。

　一方，ajとφを除くその他のアメニティーを固定したうえで，（3－2）～（3

■）を全微分しSbeph鉗dの補題を使いながら変形すれば，

∴㌧
Hk

（卜1，m＋1，…，nのとき）

（j＝2，…，mのとき）

と示すと，

∂CH止
ηj

　　∂φ

dφ

Hk＝Lk
drk

daj

∂Cz正　　　∂Cz．

　　ZR
∂aj　　　∂φ

daj
　　　　dwi　　dpk
＋2iTiH止一一Hk－
　　　　daj　　daj

dφ　　　　　dr．　　　　　dwi
。、、Z・＝L・ ﾑ十肌・厘τ

　　　∂CzT　　　∂Cz．　dφ　　　　　dr．　　　　　dwi
　　一∂。jZ・一丁’亙Z・＝L・・呵十ΣiT伽丁

が導き出される。これらは，各産業に属する企業がajの生産費用に及ぼす影

響を広くどのように評価するかを表わしていると考えることができる。したがっ

て，都市全体が付与する評価額は，

Σ一∫［2π（1きま）

　k∈Ki　hik
　　　　　∂rk

μj

∂Vik

コ・・

・“（青・

∂（wiT＋N一αk－wiβk）

箒音・）・Σ1／［“（1千・か）1・・

　　　　　　　　k∈Ki

…（一昔・一青・豊・）・“（ 許卜青・か）



70 一橋研究　第14巻第4号

・ル（1汁腎十）一Σ小峠）…峠

となり，賃金や住宅財価格による補整については家計と企業の評価が相殺され

るために，地代を通して観察されると言える。

　13〕都市における生活環境の評価

　aユやpkの均衡解がa2，…，am，am・1，…，a・，φの関数として与えられ

ることから，a1を規定する式をφについて整理してpkに関する式に代入し，

各都市において観察されるデータをプールして，

　　pk＝Pk　（a1，　a2，　…，　am，　am＋1，　…，　an）

で表示される住宅財価格方程式を推定すれば，賃金方程式と合わせつつ（3－5）

を利用することで，ある都市の生活環境を

Σ］／Σ1∫［肪（1と1）（・1・篶一t峠）1・・ト

　　　　　k∈Ki　hik
　　　　　　　　　∂rk

によって測定することが可能になる。A2（k）a2，…，Am（k）amではなくa2，…，

amを住宅財価格方程式に含めているのは，拡散パターンを規定した仮定から

a2，…，amにおける違いが問題となることによ乱また，その計測に際して

は，C　B　Dからの距離が等しい地点にあり同じタイプの家計によって選ばれて

いるような住宅財だけをサンプルとして採り上げることが必要である。

　この式は一連のアメニティーに対する評価をすべての家計について合計す

ることを意味しているが，人口で除したものを指標に採用することも考えられ

る。さらに，タイプごとに

Σ］／／［2〆；き土）（峠一t1・甘）1小

　　k∈K1hik
　　　　　　∂rk

を計算して，Diで割って平均を求めたり，個々の家計に関して
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Σj（寸一t青）・j

を算定したりすることができる。後者については，アメニティー評価に関連し

て述べたような想定を施すと，Hoehn　et　a1．（1987）とBerger　et　a1．（1987）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
やB1omquist　et　aL（ユ988）が示した指標に相当すると言える。一方，一連の

アメニティーをいくつかのサブグループに分けてそれぞれに含まれるものだけ

を対象とすることによって，各指標に関して複数の部分的なものを算定するこ
　　　　　（15）
とも提案し得る。

　しかしながら，理論を実証化する場合，留意すべき問題点がある。住宅財価

格を通じた補整の大きさを計算するときには，住宅財の価格と数量を測定する

とともに，それが有するアメニティー以外の属性を考慮することが求められる。

前者については，C　BDからの距離が一定な地区ではアメニティー格差にかか

わらず同一タイプの家計は等しい数量の住宅財を消費するという仮定を設定し

て，被説明変数に住宅支出を当ててpkhik＝F（a1，a2，…，am，am・1，…，

a・）を推定しhik（dpk／daj）＝d（pkhik）／dajとするか，あるいは，hirユ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
としてpkに住宅支出を当てることが考えられる。後者に関しては，採用し得

る方法に完全を期すことは難しいために，対処の程度に従って得られた数値を

ある種の平均値として扱わなければならない。さらに，市場が均衡にあると否

とに関係なく住宅財価格方程式を観測することは可能であるという意味では，

不均衡を代理する変数を含めたり，生活環境を表わす指標と人口変化率との相
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
関をみたりすることで，不均衡の及ぼす影響を検討する必要が生じる。

4　結語

　都市とC　B　Dの面積の内生性，アメニティー分布の内部格差，家計の異質性

や時間配分の問題，交通サービスの需給行動，人口と面積によって規定される

集積・混雑効果を考慮したモデルを組んで分析した結果，対象として採り上げ

る市場に応じて地代あるいは住宅財価格と賃金を観察すれば家計のアメニティー

に対する評価額を引き出してウエイトに当て一連のアメニティーを総合すること
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で，都市の生活環境を把握するための択一的な指標を求めることが可能になる

ということが示された。従来の研究は，個々の問題に焦点を絞ったフレームワー

クを設けて特定な指標を提示しているに過ぎないという点で，ここでの議論は

より包括的な分析枠組を提供していると判断できる。

　実証研究を行うためには，サンプルを限定したり土地や労働の異質性に配慮

したりしなければならないが，本論文から得られた手法に基づいてより正確な

指標を求めることは，これからの分析において試みるに値する課題であると言

える。
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（1）以下では，個々の研究の申でなされた実証分析が準拠しているモデルに関し

　　て言及することにする。

　　　Roback（1982）においては，家言十は土地に代えて住宅財を需要し企業は合成

　　財とともに住宅財を供給するとする枠組，HoehnetaL（1987）とBergeret

　　a1．（1987）やB1omquist　et　a1．（1988）では，家計は土地を求め企業は合成

　　財だけを提供するというモデルも示されているということを付け加えておく。

（2）正確に言えば，分析枠組の構築とアメニティー評価額の測定はHoehn　et　a1．

　　（1987），生活環境の指標化はBerger　et　a1．（1987）の中で行われている。

（3）　アメニティー評価とともにいくつかの仮説がモデル分析から導き出され，実

　　証的な検討が加えられているものの，生活環境を指標化することは試みられて

　　いない。

　　　他の研究の中でも，嗜好や技術の差異がアメニティー評価に及ぼす影響に関

　　しては言及されているが，明示的な取り扱いはなされていない。

（4）Cropper　and　Arriaga＿Sa1inas（1980）やCropper（王981）で提示され

　　たモデルを参考にしている。もっとも，それらが賃金の変動を通したアメニティー

　　の補整を短期的な視点からみているに過ぎない点でとりわけ修正を必要とした。

（5）都市の内部におけるアメニティー格差を考慮するうえで，B1omquist　et　a1．

　　（1988）の捉え方とは異なるが，ひとつの有効な把握の仕方であると確信する。

（6）土地や資本が家計を問わず同等に所有されているとみなすと，このように捉

　　えることは受け入れられる。

　　　不在の地主や資本家に対して地代や利子が支払われるとでもすれば，非労働

　　所得を省くことも許される。

（7）効用関数と賃金の相違を生み出す要因として，実証研究の中で，Cropper
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　　and　Arriaga＿Sa1inas（！980）とCropper（1981）は職業を挙げ，Hoehn

　　et　a1．（i987）とBerger　et　a五．（1987）やRoback（ユ988）は学歴に言及し

　　ている。また，Menke（1987）においては，賃金を通じたアメニティーの補

　　壁を分析する際に人種や性による賃金格差が重要視されている点で，Roback

　　（1988）に類似した見方が提供されていると言え乱

　　　ここでは，複数ある産業のおのおのが一連のタイプを生産に投入すると考え

　　ることになるので，Robaok（1988）に従った分け方を採用することにする。

（8）D＝D（2iDi）で置き換えると，通常の意味での「人口」としてDを捉え

　　ることも可能である。Dをどのように測るかに関しては，実証分析との関連で

　　問題になるが，ここでは取り立てて留意する必要はない。

（9）　アメニティーによって生産活動が影響を受ける場合には，資本の収益性も左

　　古されることになるが，資本は地理的に移動し得るという点で，利子はある水

　　準に落ち着くと思われる。

（lC）生産物価格が一定で生産関数が一次同次のケースでは，何らかの制約を課さ

　　ない限り，企業の主体的条件を満たす要素の組み合わせは無数に存在し得るこ

　　とになるため，企業規模を確定することは困難である。そこで，おのおのの意

　　思決定が都市経済に影響を与えないという程度に多数の企業が活動すると仮定

　　することにした。

（l1）　DとE，θとkbも定まることにな乱

（12）実証分析では，家計のアメニティー評価額に平均的な値を当てた言十算がなさ

　　れている。

（13）　このような処置は，Roback（1982）の実証研究に見受けられ孔

（14）実証分析では，アメニティー評価額に平均的な値を当てた言十算がなされている。

　　　また，計量上の操作を加えることで，家言十の属性における差異を考慮するこ

　　とも試みられている。

（15）　こうした方法は，B1omquist　et　a1．（1988）の実証研究において採用され

　　ている。

（16）Hoehn　et　a！．（1987）とBerger　et　a1．（1987）の実証分析は，第王の方法

　　を使っている。

（17）第2の処置は，B｝omquist　et　aユ．（1988）の実証研究にみられる。
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